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《国際家族法研究会報告（第
42回）》
アメリカにおける離婚後扶養の動向
足立
　
文美恵
一
　
はじめに
　
アメリカでは、一九七〇年代から一九八〇年代にかけて、
離婚原因法の改革が行われ、有責主義を排し無責主義がとられるようになった。これに伴い 離婚給付法も大きく変わり、離婚給付法は離婚後扶養
（
alim
ony 、アリモニー）
を中心
とするものから、財産 清算を中心とし 後扶養をその補充的役割を担わせるものに変容をとげた。　
その後、二〇〇二年には、アメリカ法律協会
（
A
m
erican 
L
aw
 Institute ）
により「婚姻解消法の原理―分析と提言
（
P
rin-
ciples of the L
aw
 of F
am
ily D
issolution : A
nalysis and R
ecom
m
en-
dations （
2002 ） 、以下『婚姻解消法の原理』
という）
」が公表さ
れ、離婚給付を含む婚姻の解消に関する原理が提唱された。『婚姻解消法の原理』
は、公表された当時、アメリカにおけ
る婚姻解消に関わる法への影響について、多くの論文が出されるなど各方面から期待されていた
（
See, M
ichael R
.
C
lisham
,R
obin F
retw
ell W
ilson, A
m
erican L
aw
 Instituteʼs P
rinci-
ples of the L
aw
 of F
am
ily D
issolution,E
ight years A
fter A
doption: 
G
uiding P
rinciples or O
bligatory F
ootnote? 42 F
am
 L
.Q
,vol3. 575
（
2008 ） ）
。『婚姻解消法の原理』
が公表されてから約一〇年が
経過するが、アメリカの離婚給付に関する法は、どのような状況にあ
り、 『婚姻解消法の原理』はアメリカの婚姻解消に
関する法に影響を与えたのであろうか。　
本稿では、
『婚姻解消法の原理』
において、
従来の制定
法・判例にはない新しい概念、付与・内容の決定基準が提唱された離婚後扶養に注目 、アメリカにおける離婚後扶養について、従来の状況と比較しな らその現状を見ていくこととする。二
　
離婚後扶養の付与
　
アメリカでは、離婚後扶養を含む家族に関する法は、州ご
とに定められているが 離婚後扶養に関する法には その種類、付与等の決定基準について一定の傾向がみられる。従来、離婚後扶養は、アリモニー
（
alim
ony 、離婚後扶養）
と呼
ばれることが多かったが、一九七〇年代から一九八〇年代の離婚原因法の改革 伴う離婚給付法の改革によって、アリモニー の他に、
spousal support （配偶者扶養）
、
m
aintenance
（扶養）
と呼ばれるようになった。
離婚給付法の改革から約
三〇年経過した現在でも 離婚後扶養は 依然としてアリモニーと呼ばれており、又
spousal support 、
m
aintenance
と
呼ばれている。また、こ らの の他に、
com
pen-
satory spousal support （補償的配偶者扶養）
や
restitutional 
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alim
ony
（補償的アリモニー）
と呼ばれる
ものも、離婚後扶養
の一形態としても登場するようになっている。　
離婚後扶養の概念は、従来は、受給者の再婚又は夫婦の一
方の死亡まで定期的な支払いが継続する扶養料であった。一九七〇年代から一九八〇年代の離婚原因法の改革に伴う離婚給付法の改革により、離婚給付の中心が財産の清算となり、離婚後扶養はその補充的役割を担うものとされるようになった。また、離婚後扶養の概念は、一方配偶者に経済的必要性があり、他方配偶者に支弁力がある場合に、一方配偶者の経済的必要性に応じて支払われる扶養料へ変化した
（拙稿
「財産分与とアリモニー―アメリカにおける
R
ehabilitative A
lim
o-
ny
について―」比較法第三九号（二〇〇二年）三三九頁以下）
。
　
このような離婚後扶養の概念の変化により、従来型の離婚
後に加えて、新しい型の離婚後扶養も各州の制定法及び判例において認められるように 従来型 離婚後扶養は、パーマネント・アリモニー
（
perm
anent alim
ony 、永久的離婚
後扶養）
と呼ばれ、離婚後扶養の支払いは受給者の再婚又は
夫婦の一方の死亡 より終了するもので る 新しい型の離婚後扶養は、主にリハビリテイティブ・アリモニー
（
rehabili-
tative alim
ony 、社会復帰のための離婚後扶養）
と呼ばれ、離婚
後扶養が支払われる期間が予め裁判所又は合意 より決められており、離婚後扶養の支払いがその期間の経過により終了するものである。
　
上述のように、最近では、
com
pensatory spousal support
などのように補償としての意味を有する離婚後扶養も登場するようになっている。例えば、オレゴン州の判例では、他方配偶者へのキャリア形成への貢献が考慮され、
com
pensato-
ry spousal support （補償的配偶者扶養）
の付与が認められて
いる
（
In re M
arriage of H
arris,244 P
.3d 801 （
O
r.2010 ） ）
。
⑴付与の基準　
一九七〇年代から一九八〇年代における離婚給付法の改革
により、離婚後扶養の概念は、一方配偶者に必要性 あり、他方配偶者に支弁力がある場合に 他 から一方配偶者に対して支払われるものとされるようになった。このような離婚後扶養の概念の変化や、 「統一婚姻及び離婚法
（
the 
U
niform
 M
arriage and D
ivorce A
ct ）」の離婚後扶養に関する
規定に影響を受け、離婚後扶養の付与の基準は、一方配偶者に必要性があり、他方配偶者に支弁力のあることとされるようになった。現在でも、これらの基準は、離婚後扶養 付与の基準とされている。離婚後扶養の付与の基準には、これらの基準に加えて、婚姻の継続期間 清算 より分割された財産の額、各配偶者が負担している債務
（
responsibilities ）
など
も考慮されている
（
See, L
inda D
.E
lrod, R
obert G
.Spector, A
 R
e-
view
 of the Y
ear in F
am
ily L
aw
: N
um
bers of D
isputes Increase, 
45 F
am
 L
.Q
,vol 4 454 
(2012) ）。特に一方配偶者の必要性と他
方配偶者の支弁力という は、リハビリテイティブ・アリ
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モニーやパーマネント・アリモニーといった離婚後扶養の種類に関係なく、離婚後扶養付与の決定に考慮されている。⑵有責性　
一九七〇年代から一九八〇年代の離婚給付法の改革以前に
おいて、離婚後扶養の付与の基準は、一方配偶者の有責性と他方配偶者の無 であり、離婚後扶養の は、有責性という要因が重要な役割を果たしていた。しかし、一九七〇年代に離婚原因法の改革が行われ、離婚原因法から有責主義が排除されるようになると、離婚後扶養の付与の基準からも有責性が排除されるようになりの基 は、 方配偶者の必要性と他方配偶者の支弁力とされるようになった。　
現在では、有責性のある夫に対する離婚後扶養の付与が問
題されなかった裁判例 あり
（
M
ani v.M
ani, 183 N
.J.70,2005 N
. 
J. L
E
X
IS 298. 本事例では、妻は夫に比べて稼働能力が高いことが
予想されている。 ）
、離婚後扶養の付与の決定の際、有責性が
考慮されなくなった裁判例もみ れる。しかしながら、離婚後扶養の付与の基準として有責性が考慮されることを認める州もあり
（前掲
M
ani 判決でも、例外的に、限定的な範囲内での
み、離婚 の決定に有責性を考慮して よいとしている）
、アメリカの離婚後扶養の付与の基準として有責性を認
めるか否かは、州により異なる状況にある。⑶その他の基準
　
離婚後扶養の付与の基準は一方配偶者の必要性と他方配偶
者の支弁力であり、これらの基準が考慮されて離婚後扶養の付与が決定されている。しかしながら、離婚後扶養の付与の決定には、これらの基準に加えて、いくつかの事情が考慮されている。例えば、婚姻期間が一〇年であることを理由にリハビリテイティブ・アリモニーの付与を認めなかった事実審裁判所の判断を誤りとしたもの
（
M
obley v.M
obley, 18 So.3d 
724 （
F
la. D
ist. C
t. A
pp. 2009 ） ）
がある。
三
　
離婚後扶養の内容
　
離婚後扶養は、 「扶養」という性質から分割で支払われる
ものが多いが、一括で支払われるも もある。一括で支払われる離婚後扶養は
lum
p-sum
 alim
ony
と呼ばれている。一括
で支払われた離婚後扶養に関する裁判例として、夫 死亡より支払いが終了する期限付の離婚後扶養のほかに、夫八五歳という年齢、夫の健康状態が著しく悪いこ などを考慮して、一括で支払われる離婚後扶養の付与の有無が決定されなかったことに誤り あるとして 事件を差し戻したがある
（
Schw
artz v.Schw
arz, 225 P
.3d 1273 （
N
ev. 2010 ） ）
。分
割で支払われる離婚後扶養には、支払いの期間が受給者 再婚又は夫婦の一方の死亡ま 継続するパーマネント・アリモニーと、裁判所又は合意に 決められた期間の経過により支払いが終了するリハビリテイティブ・アリモニ とがある。
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⑴リハビリテイティブ・アリモニー　
リハビリテイティブ・アリモニーは、一九七〇年代以降の
離婚給付の改革により、多くの州の制定法・判例で採用されるようになった離婚後扶養の一形態である。一九七〇年代以降の離婚給付の改革では、それまでに多くの州で採用されていなかった財産の清算が離婚給付の一つとして導入されるようになったが、 に加えて、従来型 永久的に離婚後扶養が支払われ続けるパーマネント・アリモニーまでをも付与されるのは不公平であ と考えられるようになり
（
M
ar-
shall, R
ehabilitative A
lim
ony: A
n O
ld W
olf in N
ew
 C
lothes, 13 
R
ev. L
aw
 and Soc. C
hange 678-679 （
1985 ） ）
、多くの州の制定
法では、財産の清算により分配された財産 額なども考慮されて、一定の場合に離婚後扶養の期間が制限されうるようになった。その結果、各州の裁判所は、自立のために行 訓練や教育、又は新しい生活に慣 までの資金などとしてリハビリテイティブ・アリモニーが付与するようになっている
（
L
.J.W
eitzm
an, T
he D
ivorce R
evolution,150 （
1985 ）） 。
　
現在でも、リハビリテイティブ・アリモニーは、離婚後扶
養を受給する配偶者が教育 訓練等により自活能力を取得する見込みのある場合に適切であるとされている
（
M
aiers  v. 
M
aiers, 775 N
.W
.2d 666 （
M
inn.C
t.A
pp.2009 ）） 。
　
しかしながら、裁判例では、リハビリテイティブ・アリモ
ニーは、自活能力の取得が考慮されずに付与される もあ
る。例えば、自活能力の取得以外の理由からリハビリテイティブ・アリモニーの付与ができるとしたもの
（
U
tz v. U
tz, 
963 A
. 2d 1049 （
C
onn.A
pp. C
t. 2009 ） ）
や、自活能力を取得で
きるか否かが考慮されずにリハビリテイティブ・アリモニーの付与をした原審の判断を認めたもの
（
B
arker v. B
ark-
er, 996 So.2d 161 （
M
iss.C
t.A
pp.2008 ） ）
がある。
⑵パーマネント・アリモニー　
パーマネント・アリモニーは、従来型の離婚後扶養であ
り、受給者の再婚又は夫婦の一方の死亡まで離婚後扶養の定期的な支払いが継続するものであ 現在でも、パーマネント・アリモニーの付与は、各州 制定法及び裁 例において認められている。パーマネント・アリモニーは、年齢や心身の状況か 自活能力を得る見込みのない場合に付与されるものとされており
（
L
.J. W
eitzm
an, T
he D
ivorce R
evolution, 149-
150 ）、裁判例でも、パーマネント・アリモニーは、離婚後扶
養を受給する者に自活能力のあることが不明確 場合には、パーマネント・アリモニーを付与しなければならないとしたものがある
（
M
aiers v. M
aiers, 775 N
. W
.2d 666 （
M
inn.C
t.A
pp. 
2009 ） ）
。
　
しかし、裁判例には、パーマネント・アリモニ の付与の
決定に、離婚後扶養を受給する者の事情だけではなく、離婚後扶養を支給する者の事情も考慮しなければなら いと うものもあり、例えば、
･
アリモニーを支給する
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者の支弁力に関する事実認定がなかったとして、事件を差し戻したものがある
（
L
ovejoy v. L
ovejoy, 782 N
. W
.2d 669 （
S.
D
.2010 ） ）
。
四
　
補償的給付
　
従来の離婚後扶養は、一方配偶者の有責性と他方配偶者
の無責性を基準と て付与されており、離婚後扶養の根拠も、付与の基準に従い、一方配偶者の有責性への罰
であり、
加罰的な理由から一方配偶 が他方配偶者に対して
離婚後
扶養を支払わねばならない 考えられていた。一九七〇年代に始まる離婚原因法 改革 より 離婚原因法から有責性が排除されると、離婚後扶養の付与の基準からも有責性が排除されるようになり 根拠も有責性とは考えられなくなった。婚姻を解消した男女の間でも扶養 関係を継続され ければならない いうことに対する明確な根拠が見つからない状況であった。このよ な状況か 脱するために、二〇〇二年にアメリカ法律協会が公表した『婚姻解消法の原理』では、離婚後扶養の根拠が見出せないことを理由の一つとして、離婚後扶養の概念を改めて、従来の各州の制定法や判例にはない補償的支払い
（
com
pensatory paym
ent ）
又は補
償給付
（
com
pensatory aw
ard ）
という概念が示された。 『婚姻
解消法の原理』では、補償と う だけで く、従来 各州の制定 や判例にはない の付与・内容を決定する基準も示されている。 『婚姻解消法の原理』が公表 た
二〇〇二年から一〇年以上が経過しており、 『婚姻解消法の原理』が各州の制定法及び裁判例にどのような影響を与えたのであろうか。⑴『婚姻解消法の原理』の影響力　『婚姻解消法の原理』は、過去五〇年間における家族の在り方の変化に対応すべきものとして、一一年の年月をかけて作成されたものである。
『婚姻解消法の原理』では、離婚後
扶養のみならず、子の監護、子 扶養、婚姻財産の清算、事実婚について検討されている。 『婚姻解消法の原理』は、四つの草案が公表 ているが、草案の段階から高い評価を受けていた。又、二〇〇二年に公表される以前から三九の判例で『婚姻解消法の原理』に含ま る原理が採用されており公表から数年後には『婚姻解消法の原理』が各州 関連法に影響することが期待されて た。　
しかしながら、公表から五年後の二〇〇八年に行われた調
査によれば、裁判例においても、各州の制定法においても、『婚姻解消法の原理』の影響があまりみられなかったことが明らかにされている
（
See, M
ichael R
.C
lisham
,R
obin F
retw
ell 
W
ilson, A
m
erican L
aw
 Institute
sʼ P
rinciples of the L
aw
 of F
am
ily 
D
issolution, E
ight years A
fter A
doption: G
uiding P
rinciples or 
O
bligatory F
ootnote? 42 F
am
 L
.Q
,vol3. 575 ）。実際に、離婚後扶
養に関する裁判例では、補償としての意味を有する離婚後扶養の付与が認められるものがいくつかみられる 、依然とし
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て補償としての意味を有しない離婚後扶養の付与を認めるものが大半を占め いる。又、補償の原理は、主に立法者に向けて提唱されたものであ が、多くの制定法が離婚後扶養という概念を維持している。しかしながら、制定法ではないが、マリコパ群の裁判所が『婚姻解消法の原理』の草案を参考にしたガイドラインを作成 ており、 『婚姻解消法の原理』の影響は全くみられない はいえないであろう。⑵『婚姻解消法の原理』の補償　『婚姻解消法の原理』では、離婚後扶養に代わる新しい概念として補償という概念が示され、 の付与、期間・金額の決定基準となる原理 示されている。 いう概念は新しい概念であるが、概念及び決定基準は、今までの判例を参考と ていることが説明されている。　『婚姻解消法の原理』における補償とは、 「離婚に伴い一方配偶者又は双方 配偶者が負担する経済的損失を衡平に分配する給付
（
A
L
I, P
rinciples of the L
aw
 of F
am
ily D
issolution : A
nal-
ysis and R
ecom
m
endations （
2002 ）
§ 5. 03
⑴）」であり、 『婚姻
解消法の原理』は補償の種類として、①婚姻中の生活水準の損失に対する補償
（五・〇四条）
、②子供の世話による稼働能
力の
（五・〇五条）
、③第三者の世話による
稼働能力の損失に対する補償
（五・一一条）
、④他方配偶者の
教育・訓練へ 貢献
（五・一二条）
、⑤短期の婚
姻における婚姻前の生活水準の損失に対する補償
（五・一三
条）
、となる５つを認めている。
　『婚姻解消法の原理』は、これらの補償の付与、期間・金額の決定について、明確な基準を設けており、その基準は条文形式で示され、その条文についての詳細な説明が
C
om
m
ent
で示され、その 文の基礎となった判例も
R
eporters note
で示されている。　
上述のように、 『婚姻解消法の原理』における補償の原理
が立法及び裁判例に与えた影響は少ないと考えられるが、この基準を参考とした裁判例も数は少ないが存在する
（
C
ohan 
v. F
euer, 2004 M
ass. L
E
X
IS 408 ）。
⑶補償の状況　
補償の概念は、
『婚姻解消法の原理』では、広い範囲で補
償の概念が認められているが、
一般には、育児を負担した
ことに対する や、稼働能力の喪失又は減退に対する補償が主張されている。離婚後扶養の付与を決定す 際に考慮すべき事情 一つとして稼働能力の喪失又は減退を挙げる裁判例もある
（
B
aron v. B
aron, N
.Y
.S.2d 456 （
A
pp.D
iv.2010 ） ）
。
　
制定法においても、離婚後扶養の一形態として補償の意味
を有する離婚後扶養を認める州がある。オレゴン州 は、一九九九年の法改正により、離婚後扶養
（
support ）
の一つの
類型として、補償的配偶者扶養
（
C
om
pensatory spousal sup-
port ）
が認められるようになった。補償的配偶者扶養の条文
は、第一一節
（
title 11 ）
家族関係
（
D
om
estic R
elations ）
の
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一〇七章
（
chapter 107 ） 「
婚姻解消、婚姻無効、別居
（
m
arital 
dissolution, annulm
ent, separation 」
の中の一〇五条に規定され
ている。その規定は、以下のようなものである。一〇七・一〇五条（１）
　
裁判所は婚姻無効、解消又は別居の判決を下すとき、
裁判所は次に掲げる事項について、判決を下すことが きる。…（ｄ）…配偶者扶養を命令する際、裁判所は、一又は複数の種類の配偶者扶養を命令す ことができる…。裁判所が次に掲げる配偶者扶養を命令することができる。（Ａ）過渡的配偶者扶養
（
T
ransitional Spousal Support ）
は、
一方当事者が職場への復帰又 仕事での昇進に必要な教育、訓練を受けるためのものである。…（Ｂ）補償的配偶者扶養は、一方当事 が他方当事者の教育、訓練、職業上の能力、キャリア、稼働能力の形成に経済的に又はその他で貢献し、補償的 補償の が一切の事情を考慮して公正 衡平な場合に付与され も である。裁判所は、次に掲げる事情そ 他を考慮して補償的配偶者扶養の付与を決定しなければならない。　
ⅰ貢献の金額、期間、性質
（
nature ）
　
ⅱ婚姻期間
　
ⅲ双方当事者の稼働能力の格差
　
ⅳ貢献から婚姻財産に与えた利益の程度
　
ⅴ双方当事者の
tax consequences
　
ⅵ裁判所が公正かつ衡平と考慮するその他一切の事情
（Ｃ）配偶者扶養
（
Spousal M
aintenance ）
は、一方配偶者が他
方配偶者を援助するため特定の期間にわたり貢献をした場合に付与されるものであ 。…以上のようにオレゴン州法は、離婚後扶養の種類を三つ設けており、その一つに補償的配偶者扶養を認めている。この扶養の特徴は 配偶者が教育、訓練等により、稼働能力を向上させたことが要件とされていないことである。したがって、一方が教育、訓練を受け、その間、他方が一方を貢献した場合には、一方が教育等 より稼働能力を高めなかったとしても、他方 扶養を受ける可能性が生ず ことになる　
また、補償的配偶者扶養の他にも、
（Ｃ）
で配偶者扶養を
認めており、婚姻期間中 貢献に対して扶養が付与され 可能性の幅が広げられている。五
　
おわりに
　
一九七〇年代から一九八〇年代の離婚給付法の改革によ
り、離婚後扶養 在り方は大きく変容し 。リハビリテイティブ・アリモニーと呼ばれる離婚後 が登場し 現在では、多くの州の裁判所がパーマネント・アリモニーではない、期限付きの を付与するようになっ 離婚後扶養の根拠は、離婚原因法から有責主義が採られ くなってから、不明確なものとなり、その根拠を求め べ 補償
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概念が主張されるようになった。特に二〇〇二年にアメリカ法律協会 公表した『婚姻解消法の原理』は、公表された当時、数年で影響を与えることが期待された。しかしながら、現在の離婚後扶養の状況をみる限り、補償に関する裁判例は数少なく、制定法への影響もみられない状況にある。　
このような状況をみると、補償が離婚後扶養に代わってい
るとは言い難く、アメリカにおける離婚後扶養の は、一九八〇年代以降、あまり変化はないように考えられる。しかしながら、現在の離婚後扶養は、根拠が不明確であり、付与等の基準も明確なも ではない。離婚後扶養に関するガイドラインが創られ、制定法に矛盾をしなければ、そのガイドラインに従った命令をしてもよいとする裁判例もあり
（
B
o-
em
o v. B
oem
o, 994 A
.2d 911 （
M
d. 2010 ）. なお、そのガイドライ
ンは、 『婚姻解消法の原理』が提唱する補償の原理 従ったもので ない
）、離婚後扶養の付与等の明確な基準が必要と
されているといえるであろう。また、離婚後扶養を支給する者又は受給す 者でなくとも、根拠が不 まま 婚姻が解消した男女の間に扶養を継続させることに抵抗を感じる者も少なくないはずである。　
補償に関する裁判例、制定法は少ないが、一九八〇年代に
比べれば、少しずつではあるが 補償という概念が浸透 つつあるともいえる。日本法においても、離婚後扶養に代わり補償という概念が注目されて る。今後 アメリカの離婚後
扶養の状況を注目し、日本法における補償の在り方を検討するために、離婚給付と ての補償の妥当性について研究 続けたい。
（あだち・ふみえ
　
宮崎大学教育文化学部准教授）
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